
加算・減算名
実
施
体
制

特別地域介護予防福
祉用具貸与加算

加
算

交通費に相当す
る額を事業所の
所在地に適用さ
れる１単位の単
価で除して得た
単位数

（個々の用具ご
とに貸与費の
１００／１００を
限度）

※開始日の属
する月のみ

中山間地域等における
小規模事業所加算

○
加
算

交通費に相当す
る額の２／３ に
相当する額を事
業所の所在地に
適用される１ 単
位の単価で除し
て得た単位数
（個々の用具ご
とに貸与費の
２／３ を限度）
※開始日の属
する月のみ

　指定介護予防福祉用具貸与事業所が厚生労働大臣が定める地域（平成２４年厚生労働省告示第１２０号）に所在する場合にあっては、当
該指定介護予防福祉用具貸与の開始日の属する月に、指定介護予防福祉用具貸与事業者（指定介護予防サービス基準第２６６条第１項に
規定する指定介護予防福祉用具貸与事業者）の通常の業務の実施地域において指定介護予防福祉用具貸与を行う場合に要する交通費
（当該指定介護予防福祉用具貸与に係る福祉用具の往復の運搬に要する経費及び当該福祉用具の調整等を行う当該指定介護予防福祉用
具貸与事業者の専門相談員１名の往復の交通費を合算したものをいう。）に相当する額を当該指定介護予防福祉用具貸与事業所の所在地
に適用される１単位の単価で除して得た単位数を、個々の福祉用具ごとに当該指定介護予防福祉用具貸与に係る介護予防福祉用具貸与費
の１００／１００に相当する額を限度として加算

＜平成２４年厚生労働省告示第１２０号＞
　　厚生労働大臣が定める地域

加算・減算適用要件

６７　介護予防福祉用具貸与費
加算・減算

　厚生労働大臣が定める地域（平成２１年厚生労働省告示第８３号）に所在し、かつ、厚生労働大臣が定める施設基準（平成２７年厚生労働
省告示第９６号８３）に適合する指定介護予防福祉用具貸与事業所の場合にあっては、当該指定介護予防福祉用具貸与の開始日の属する
月に、当該指定介護予防福祉用具貸与事業者（指定介護予防サービス基準第２６６条第１項に規定する指定介護予防福祉用具貸与事業
者）の通常の事業の実施地域において指定介護予防福祉用具貸与を行う場合に要する交通費（当該指定介護予防福祉用具貸与に係る福
祉用具の往復の運搬に要する費用及び当該福祉用具の調整等を行う当該指定介護予防福祉用具貸与事業者の専門相談員１名の往復の
交通費を合算したものをいう。）に相当する額の２／３に相当する額を当該指定介護予防福祉用具貸与事業所の所在地に適用される１単位
の単価で除して得た単位数を、個々の福祉用具ごとに当該指定介護予防福祉用具貸与に係る介護予防福祉用具貸与費の２／３に相当する
額を限度として加算

＜平成２１年厚生労働省告示第８３号＞
　　厚生労働大臣が定める地域

＜平成２７年厚生労働省告示第９６号８３＞
　一月当たり実利用者数が五人以下の指定介護予防福祉用具貸与事業所であること。

（適用要件一覧） 67 介護予防福祉用具貸与費(1/2)



加算・減算名
実
施
体
制

加算・減算適用要件加算・減算

中山間地域等に居住す
る者へのサービス提供
加算

○
加
算

交通費に相当す
る額の１／３ に
相当する額を事
業所の所在地に
適用される１ 単
位の単価で除し
て得た単位数
（個々の用具ご
とに貸与費の
１／３ を限度）
※開始日の属
する月のみ

中山間地域等における
小規模事業所加算、
中山間地域等に居住す
る者へのサービス提供
加算 Q&A

①　該当期間のサービス提供分のみ加算の対象となる。
※ 介護予防については、転居等により事業所を変更する場合にあっては日割り計算と
なることから、それに合わせて当該加算の算定を行うものとする。（平２１．３版　VOL６９
問１３）

①　月の途中において、転居等により中山間地域等かつ通常の実施地域内から
それ以外の地域（又はその逆）に居住地が変わった場合、実際に中山間地域等
かつ通常の実施地域外に居住している期間のサービス提供分のみ加算の対象
となるのか。あるいは、当該月の全てのサービス提供分が加算の対象となるの
か。

　厚生労働大臣が定める地域（平成２１年厚生労働省告示第８３号）に居住している利用者に対して、通常の事業の実施地域を越えて指定介
護予防福祉用具貸与を行った場合は、当該指定介護予防福祉用具貸与の開始日の属する月に、当該指定介護予防福祉用具貸与事業者
（指定介護予防サービス基準第２６６条第１項に規定する指定介護予防福祉用具貸与事業者）の通常の事業の実施地域において指定介護
予防福祉用具貸与を行う場合に要する交通費（当該指定介護予防福祉用具貸与に係る福祉用具の往復の運搬に要する費用及び当該福祉
用具の調整等を行う当該指定介護予防福祉用具貸与事業者の専門相談員１名の往復の交通費を合算したものをいう。）に相当する額の１
／３に相当する額を当該指定介護予防福祉用具貸与事業所の所在地に適用される１単位の単価で除して得た単位数を、個々の福祉用具ご
とに当該指定介護予防福祉用具貸与に係る介護予防福祉用具貸与費の１／３に相当する額を限度として加算

＜平成２１年厚生労働省告示第８３号＞
　　厚生労働大臣が定める地域
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